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 さてここで、メガトレンド 21 世紀への新潮流（例示）が、資料 4-2 の一部に掲載されて
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したい。これは、1999 年 3 月時点で、それまでの 360 社のケースの中から構築された、四
面体理論の一部を構成するものである。そして、これを原典としているのは、1999 年 3 月
































































































































     柳孝一、山崎淳 共著論文」 







の定義は理念的定義であり、かつ 2 万～5 万社と推定されるように数も多いからである。そ
こで、起業家の実像に迫れるのは、ある程度規模の大きいアンケート調査からの分析であ
る。早大アントレプレヌール研究会は最近では、1994 年調査（調査対象 2,840 社、回答数
651 社（回答率 22.1%））を行なっているが、同一内容調査をアメリカ、イギリスなど数カ
国で実施した。本調査の内容は先に示した「起業家の輩出」（松田修一、大江建編著 日本
経済新聞社 1996 年 10 月）で分析されている。さらに、1995 年 6 月早大アントレプレヌー
ル研究会では、ベンチャーマネジメントの変革の条件を探るために、アンケート調査を実
施した（調査対象 3,381社、回答数 612 社（回答率 18.1%））。この内容は「ベンチャーマ
ネジメントの革新」（柳孝一、山本孝夫編著 日本経済新聞社 1996 年 4 月）で分析されて
いる。 




①売上規模基準として、売上高 5 億円以上。（但し、年平均売上高伸び率 10%以
上の企業については 2 億円以上） 
②利益基準として、直近の決算が経営黒字であること。 




郵送法によるアンケート調査を行ない、有効回答数 314 通（回答率 20.6%）となった。そ
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資料５－６ 現在の会社の規模(設立時期別）    







売上高 mean億円 6590.7 8349.7 4603.9 6409.4 2966.8 
median 億円 2300.0 3593.0 1700.0 1275.0 950.0 
経常利益 mean 億円 399.6 514.1 288.1 337.6 179.7 
経常利益率 mean ％ 6.55 6.45 6.01 8.06 7.29 
median ％ 5.07 5.07 4.90 5.38 5.95 
資本金 mean 億円 468.6 605.1 282.5 392.3 374.7 
従業員数 mean 人 231.8 358.3 151.3 90.3 67.7 
社数 社 311 150 83 36 42 
（構成比） 100% 48.2% 26.7% 11.6% 13.5% 
（出所）「起業家の起業力研究 早大国際経営・システム科学研究  
  １９９９年３月 柳孝一 山崎淳論文」  
 
資料５－７ 業種別分布  
業種 社数 構成比 
＜農水産業・鉱業＞ 5 1.7% 
＜製造業＞ 142 48.0% 
食品・衣料 9 3.0% 
通信機器 8 2.7% 
電気機器 44 14.9% 
化学・医薬品 11 3.7% 
機械 31 10.5% 
建設・その他 39 13.2% 
＜流通・サービス業＞ 149 50.3% 
卸売業 22 7.4% 
小売業・レストラン 24 8.1% 
コンピュー タソフト・情報処理 45 15.2% 
その他 58 19.6% 
合計 296 100.0% 
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現在（1998年 10 月）の会社の規模で見ると、全体の平均では約 66 億円であるが、中位













図表５－８ 会社設立時もしくは現在の会社への入社時の年齢 単位：才 
  全体 １９７７以前 １９７８～１９８４ １９８５～１９８９ １９９０以降 
mean 35.3 31.2 37.3 38.6 43.4 
median 33 30 36 40 46 
maximum 65 57 65 51 65 
minimum 15 15 21 24 23 
有効回答者数 308 149 82 36 41 
（出所）資料５－６に同じ    
 
会社設立時の平均年齢は、35.3歳（中央値 33 歳）であり、最高年齢者は 65 歳、最年少
者は 15 歳であった。社歴が短くなるにしたがって、会社設立時の年齢が上昇する傾向があ
るのは、高学歴化の傾向によるものと推定できる。さらに、起業家の出身地（0 から 15 歳





５－２。本調査の結果は資料 5-9 に示してあるが、注 5-5 に示した内容と同じように、経営者
の比率が 38.6%となっている。1995 年の「国勢調査」によると、自営業者を含めた経営者
の構成比は 18.7%であるから、今回の調査結果からみると、経営者を親に持つ子供が起業
家になる確率は、他に比べて 2 倍近いということができる。 
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資料５－９ 起業家の親の職業  
  回答者数 構成比 
＜経営者＞ 118 38.6% 
大企業経営者 1 0.3% 
中小企業経営者（商業） 69 22.5% 
中小企業経営者（工業） 48 15.7% 
＜勤務者＞ 109 35.6% 
サラリーマン 29 9.5% 
サラリーマン管理職 25 8.2% 
公務員 33 10.8% 
学校教員 12 3.9% 
工場労働者 10 3.3% 
＜その他＞ 79 25.8% 
農水産業 36 11.8% 
医師、弁護士など 6 2.0% 
その他 37 12.1% 
合計 306 100.0% 
（出所）資料５－６に同じ  
 
 次に資料 5-10に起業家の最終学歴の構成を示す。本調査では、短大・大学・中退が 68.3%、
高等学校以下が 27.9%、大学院 3.6%となっている。同じ日本で 1995年 11 月～96 年 7 月
の調査では、短大・大学・中退が 49.3%、高等学校以下が 48.1%、大学院 1.2%となってい
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の調査で 4.9%であるのに対し、米国では 12.7%（1992 年）である格差が、現われていると
いえる。日本でも大学院への進学率は高まっており、後に述べる大学発ベンチャーが、日
本でも輩出してくれば、米国のパターンに近づくことが考えられる。 
資料５－１０ 起業家の最終学歴     





義務教育過程 16 5.2% 11.7% 1.1% 1.1% 
高等学校 70 22.7% 36.2% 17.6% 11.8% 
専門学校・短期大学 30 9.7% 9.7% 5.1% 7.5% 
大学：学士 159 51.5% 32.4% 27.2% 26.2% 
中退 22 7.1% 7.2% 16.5% 19.8% 
大学院：修士・博士 11 3.6% 1.2% 26.1% 26.6% 
資格なし 1 0.3% 1.5% 6.4% 7.1% 
有効回答数 309   301 261 187 
※日本、米国（全）、米国 SV（シリコンバレー）については、  
世界５カ国の独立起業家に関する調査１９９５年１１月～１９９６年７月」 
によるデータである。      
（出所）資料５－６に同じ     
 
 次に、起業家がベンチャー企業設立前に、どのような勤務経験を持っていたかというと、
1 社の経験が 38.9%で最も多く、次いで 2 社が 32.1%で、2 社までで 70%を越えている。業
種別にみると、3 社以上の構成比は製造業が 24.3%に対し、流通・サービス業は 31.6%と高
いことで、流通・サービス業の方が、勤務経験者数が多いという傾向がある。 
 さらに、会社設立前に従事していた業務について、資料 5-11 で見てみたい。最も多いの
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資料５－１１ 設立前に従事していた業務（複数回答） 













 それでは、起業家の思考や考え方はどうであろうか。資料 5-12 に起業家のタイプを回答
してもらっている。回答率の高い順に、バランス型 21.7%、合理主義型 19.6%、攻撃型 15.4%、
即断即決型 11.9%となっている。逆に自己評価として少なかったのは、テクノクラート型
1.7%、熟慮慎重型 3･1%、協調型 4.5%となっている。バランス型が多いが、その他は全体
としては、攻撃型 15.4%、合理主義型 19.6%、カリスマ型 8.7%、ワンマン型 5.9%、即断
即決 11.9%を積極型として括ると、合計で 61.5%となる。逆に温情型 7.3%、テクノクラー
ト型 1.7%、協調型 4.5%、熟慮慎重型 3.1%を慎重型として括ると、合計で 16.6%となる。
つまり、全体としては、積極型が圧倒的に多数で 62%を占め、反対に慎重型は 17%と少数
派で、両者の間のバランス型が 22%ということになる。全体の構成比と、学歴別の構成比
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資料５－１２ 起業家のタイプについての自己評価   
  回答者数 構成比 義務教育、高校 専門・短大・大学中退 大学卒以上 
攻撃型 44 15.4% 19.2% 8.3% 15.4% 
合理主義型 56 19.6% 14.1% 27.1% 20.5% 
カリスマ型 25 8.7% 6.4% 10.4% 9.6% 
バランス型 62 21.7% 15.4% 14.6% 26.9% 
温情型 21 7.3% 10.3% 6.3% 6.4% 
テクノクラート型 5 1.7% 2.6% 2.1% 1.3% 
ワンマン型 17 5.9% 9.0% 6.3% 3.8% 
即断即決型 34 11.9% 15.4% 10.4% 10.3% 
協調型 13 4.5% 3.8% 10.4% 3.2% 
熟慮慎重型 9 3.1% 3.8% 4.2% 2.6% 
  286 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
（出所）資料５－６に同じ     
 




い 3.84、自分の人生に挑戦したい 3.79、新技術や新製品・サービスの開発をしたい 3.66 と
なっている。逆に賛成率の低いものは、税負担を軽減したい 1.51、創業資金を確保するこ
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資料５－１３ 起業動機  
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 まず、1.から 30 までの反応数の実数が、第 1 欄にありその順位が記入され、四つのカテ
ゴリー別に平均値が出されている。30 項目の中で何が一番支持されたかは、1 位前向きに




































































  これらはいずれも、資料 5-15 に示したように高学歴になるにしたがって身に
付いたり、習得しやすい起業力であるといえよう。逆に低学歴 ＞ 中学歴 ＞ 高
学歴というパターンの回答は、以下の通りである。 
  強烈な事業成功欲求、経済的欲求、9.社会の不正や不合理に対する反骨精神、
















































































 以上述べたように、成功した起業家 360 人から抽出した起業力については、全体として
本アンケート調査により、ほとんどが受け入れられ検証された。起業力の具体的内容につ
















 これが 30 項目の中で一番回答数が多かった起業力である。これは考え方という側面と、
起業家の性格といった側面とが含まれている。 
 パーク 24 の西川社長は、次のように述べている。「私は、起業家にはどんな苦しい時で
も「一晩寝て明日考えよう」という楽観主義、良い意味での開き直りの精神が大切ではな





経 BP1997年 7 月））」と述べている。 
 ヘラクレスに 2002 年３月上場したネクシーズの近藤太香巳社長は、18 歳の時貯めた金
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 日本のケースでは、日本が高度経済成長期を経て豊かになった 1970 年以降に、青年期を
過ごした起業家にこのタイプは多い。エイチ・アイ・エス（H.I.S.）の創業者澤田秀雄社長










年商 160 億円（2002 年度グループ年商、従業員 290 名）のグループを育てている。 























 そこで、起業力をもたらす能力基盤について、明らかにするため、資料 5-16 にアンケー
ト調査によって検証された起業力と、それを支える能力基盤の構図として集大成としてま









































































































































































































は受け入れられず、自ら 1977 年に退社して起業にこぎつけたのである（「財界」1996年 6


























 起業家で成功した人は、ほとんど全員が、旺盛な好奇心がある。これは 50 歳台～60 歳台




 レーサムリサーチは 2001 年 8 月ジャスダックに公開したが（2003 年 8 月期連結売上高



























 アビックス（2002 年 3 月期 資本金 194 百万円、売上高 1,350百万円、経常利益 80 百
万円、社員数 15 名）の創業者、現時本豊太郎会長は、大学院で有限数学を研究しカシオに



























長を退任し、幻冬社を設立し社長となった。当社は 1993 年 11 月の設立で、2003 年 1 月ジ
ャスダックに上場している（2003 年 9 月期連結売上高予想 3,980百万円、経常利益 1,150
百万円、従業員 41 名 日経会社情報 2003 夏号）。当社の社是には、「ひんしゅくはカネを


























 ミスミの田口弘会長は、創業者として東証 1 部上場企業を育てて、まさに変革し続ける
「変革型企業」を創り上げた（2003 年 3 月期連結売上高 577 億円、経常利益 66 億円、従
















すると考えられる。その典型として楽天（2003 年 12 月期連結予想売上高 140 億円、経常
利益 38 億円、従業員 481 名、2000年 4 月ジャスダック上場）の創業者三木谷浩史会長・
社長を取り上げたい。三木谷社長は、1988 年日本興業銀行に入社し、91 年ハーバード・ビ
ジネススクールで MBAを取り、帰国後金融開発部で M&Aを担当した。そして 1995年 11
月に興銀を退社し、M&A関連のコンサルタントを始めた。そして目をつけたのが、インタ
ーネット関係のビジネスということで、電子モール事業である。電子モール事業は、その




月に営業を始め、2003 年 6 月末の出店数は 1 年前より 1,200 店増加し、6,742 店（日経新































 宅急便を確立し、第 2 創業を推進したヤマト運輸の小倉昌男元会長は、当時の運輸省の
規制と闘って、国民への利便性の提供を確保した。小倉元会長は、次のように記述してい
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り、取り下げが 78 なのである。中略。5 年も 6 年も放っておいて、結局申請者に取り下げ
させるという無責任行政には、怒りを覚えずにはいられない。運輸省は、本件に関する公
聴会を昭和 61（1998）年 10 月 23 日に開き、12 月 2 日に免許を付与した。申請から免許
取得まで、実に 5 年がかかったのである。中略。規制行政がすでに時代遅れになっている
ことすら認識できない、運輸省の役人の頭の悪さにはあきれるばかりであったが、何より
申請事案を 5 年も 6 年も放っておいて、心の痛まないことのほうが許せなかった。与えら
れた仕事に最善を尽くすのが、職業倫理ではないか。倫理観のひとかけらもない運輸省な
どない方がいいのである。「小倉昌男経営学」（日経 BP社 1999 年 10 月）p.162～p.164」 
 このように免許をめぐる闘いに続き、運賃体系をめぐる闘いが続いた。「改めて、昭和 58
（1983）年 3 月、宅急便の運賃を 3 サイズに分けて改訂する新運賃表の認可を申請した。
中略。そんな背景をもとに、昭和 58（1983）年 5 月 17 日の一般紙の朝刊に一頁三段の大
きな広告を出した。それは、これまでより 200 円安い Pサイズの発売と、その実施時期を
6 月 1 日にするというものである。運輸省はヤマト運輸の申請を無視し、審査しようとしな













 酒類のディスカウントストアの最大手、やまや（2003年 3 月期連結売上高 604 億円、経
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た。しかし、労働者派遣法が施行されたのは 1986 年であるから、創業から 10 年間は“も
ぐり営業”、正確には不法営業をしていたことになる。技術者派遣のアルプス技研（2002














































四つの起業力の 4 番目に位置していた。しかし資料 5-14 に示したアンケート調査による検




したが、ここに示しているように 1998 年段階で社歴 21～30 年の企業が 48.2%を占め、平












 この項目は、全体の 30 項目の中でも 6 番目に多く回答されており、起業力の中でも重要
な項目であると共に、ベンチャー企業のように、とりあえず起業型も含み、特性を現して
いる。なぜかというと、成功した起業家でも最初にスタートしたビジネスで、必ずしも成










ない』という教訓を得た（フォーブス 1997 年 5 月号）。」 
 カウボーイ（2003年 9 月連結売上高 600億円、経常利益 8.8 億円、従業員数 550 名、1994
年 5 月ジャスダック上場）の創業者中野晃社長は、以下のように述べている。「ビジネスに
必要なのは、いかに多くの経験を積むかという事。つまり、経験こそが最大のヒントとな
り財産である（フォーブス 1997 年 5 月号）。」 
 古本チェーンの最大手ブックオフ（2002年 3月連結売上高 213億円、経常利益 8.8億円、
従業員数 333 名、東洋経済別冊会社四季報未上場会社版 2003 年下期）の創業者坂本孝社長











































































































の組み合わせで、当社は 2003年 3 月連結売上高 810 億円、経常利益 66 億円、従業員数 785
名、東京一部市場 1999 年 12 月上場の大企業に成長したのである。 
 またユニークな組み合わせとしては、サキコーポレーション（2002 年 2 月売上高 11 億







































 インクス（2001年 12 月期連結売上高 73 億円、申告所得 7.4億円、従業員数 230 名、出
所：会社四季報未上場会社版 2003 年下期）は、1990 年 7 月創業者山田真次郎社長によっ
て創業された注５－１６。山田社長は、三井金属でドアロックの設計者として、順風満帆のサ

















 2002年 6 月民事再生法での手続き中であった洋菓子のヒロタを、完全子会社化し再建中
の企業が、21 LADY（トウェニーワンレディ）である。当社は 2000 年 3 月広野道子社長























































































業家育成」（ウィリアム D. バイグレイブ編著 千本倖生訳 学習研究社）、「ベンチャー創










 この実行力について言えば、先にも述べたように資料 5-5 (Ver.5)では、第 3 番目に重要








 中小企業白書 2003 年版によると、常用雇用者の創業希望者率は、資料 5-17 に示すよう
に、20 歳～30 歳台で 4%、40 歳台 2.8%、50 歳代～60歳 1.7%～1.2%となっており、この
数字自体の水準が、国際的に見ても 22 位で低い注５－１８。そして、創業を実践した人の比率

































元会長、雪国まいたけの大平社長が挙げられる。さらにキョウデン（2003 年 3 月期連結売
上高 1,970 億円、経常利益 16 億円、従業員 4,645 名、東証 2 部 1999 年 3 月上場）の創業
者、橋本浩会長は、家が貧しく大学へは行けず、父親の死後一族を養うしかないという状
況で職を転々とした。1977 年 25 歳の時に、郷里に近い場所での電器店がつぶれ、その権
利を買い取って実質的に創業した注５－１９。 
 共立メインテナンス（2003年 3月期連結売上高 501億円、経常利益 39億円、従業員 1,892






まり社長になりたいタイプである。フォーバル（2003年 3 月期連結売上高 374 億円、経常
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とを肌で感じている為、起業についての心理的バリアが少ないと考えられる。 
 第 3 は、直接起業家の体験を生で聞くことである。早大公開講座で起業家の生の話しを
聞き、直接質問もできた学生達は、講師を取り囲んでしまうほど感動を覚え、意識が変わ
っていった。 




























る為に借り受けた借金だけが残った。忘れもしない 1987 年 4 月 13 日のことだ注５－２１。」 
 100 円ショップの最大手、大創産業（2001年 3 月期売上高 2,020 億円、従業員 1,500 名
注５－２２）の創業者、矢野博丈社長も、借金、夜逃げ、火事といった大変な修羅場をくぐり
抜けて、やっと 100 円ショップという宝の山を探し当てている。 
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 測量用レーザー機器で 80%のシェアーを持つニッショー機器（2001 年 5 月期売上 15 億
円、経常利益 3,000 万円、従業員 40 名注５－２３）寺内一秀社長の出発は、まさに修羅場から
であった。1986 年 10 月建設機械メーカーが自己破産を申請、放漫経営を続けた社長と経
理担当者は夜逃げして、一介の社員であった寺内社長は、残った仲間達と整理に追われ、



























































 さて、本アンケートで、30 項目以外のフリーアンサーとして、強運という回答が 6 票あ
り、それは資料 5-14 に示した通りである。しかし、これは 6 票であり、他の項目は最小で













































 パーク 24 の西川社長も学生時代から柔道をやっており、体力には自信があり、楽天的性






















 この項目には、112の回答で、全体の順位では 28 番目となっていた。これは自己評価が
大部分であり、起業家の部下など周辺からの評価を得た場合、この比率はより上がると思
われる。また先に示した資料 5-12 の択一選択の場合、カリスマ型という回答は全体の 8.7％
で、全 10 タイプのうち 5 番目ということになる。すなわち、純粋な意味でのカリスマ型は























































                       多摩大学卒業生に捧ぐ




















































































（出所）「起業力をつける 日本経済新聞社 １９９７年７月 
    柳孝一著 p１２０」 








 それでは、なぜ行動から生まれた知恵が創出されるのか。第 1 は、どんなに事前に完全
な戦略や計画を立てたとしても、まったくその通り行くものではない。マーケットや技術、
そして競争相手の出方も刻々と変わるのである。そのような変化に対応する中で、真の知
恵が生み出されるわけである。例えば、セコム（2003 年 3 月期売上 5,233 億円、経常利益










 第 3 は行動を起こすことで、問題点や成果が具体的になり、それを訂正したり、より成
果を強める戦略が具体的になり、自己回転運動につながり、よりスピードが上がるためで
ある。 
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なる前に退職してしまったが、9 年間勤めた後、現在のパーク 24 の前身となる会社を設立
し、それ以来ずっと社長業をしている。p.16」 
 
注 5-4 本調査は、早大アジア太平洋研究科柳研究室と、リクルート HRD 研究室の共同研
究として行なわれた。全体の分析については、「国際経営・システム科学研究第 30号 1999
年 3 月、早大アジア太平洋研究センター 柳孝一・山崎淳論文「起業家の起業力研究」」に
記載してある。 
 






注 5-6 著者のインタビュー及び、山城経営研究所第 3 期経営道フォーラムレポート 2000
年 1 月（著者監修） 
㈱アニモ 設立 1994 年 8 月、資本金 270 百万円、売上高 720 百万円、経常利益△90 百万
円、社員数 30 名 
 
注 5-7 「ベンチャーマネジメントの変革」日本経済新聞社 1996 年 4 月 柳孝一・山本孝
夫編著 ケーススタディー エイベックス・ディー・ディー p.220～230 
 
注 5-8 「逆転の市場創造」ダイヤモンド社 1991 年 11 月 武藤修靖著  ミスミ変身の過
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程が整理されている。 
「ミスミの起業家集団経営」ダイヤモンド社 1996 年 5 月 鈴木直人著  「購買代理店」
から、さらに企業家集団へと進化する内容を分析している。 
「時代を先取りする“購買代理商社”ビジネス ㈱ミスミの経営戦略」早大アジア太平洋
研究センターケースブック 1999年7月 松田修一教授監修  戦略の進行と財務状態との
関係、システム型企業への進化や今後の課題を分析している。 
 
注 5-9 「日経ベンチャー 1998 年 9 月号 p.54～57」、「ケースブック 楽天株式会社」早




注 5-10 「創業者精神」日経ベンチャー編 1993 年 12 月 p.176～183 
 
注 5-11 「早大公開講座における講義 1998年 6 月」及び数回にわたるインタビューの内
容を集約 
 









アジア太平洋研究センター2000年 3 月 早大柳研究室著（中小企業金融公庫依頼プロジェ
クト） 
 




大アジア太平洋研究センター2001 年 10 月 柳孝一監修 p.205～219 
 
注 5-17 「ケースで学ぶ起業戦略」日経 BP社 1994 年 12 月 ㈱グロービス 堀義人 企




注 5-18 「中小企業白書 2003 年版」 ぎょうせい中小企業庁編 2003 年 5 月  日本の創
業計画者比率 2001 年の日本は 4.3%で、メキシコ 12.7%、ニュージーランド 9.3%、米国
8.2%、韓国 7.7%に比べ低く、第 22 位に位置づけられている。p.96 
 
注 5-19 「起業家に会いにゆく」日本実業出版社 2002 年 10 月 斉藤貴男 p.34～39 
 
注 5-20 「起業家に会いにゆく」日本実業出版社 2002 年 10 月 斉藤貴男 p.53～62 
 
注 5-21 「燃えよ！」財界研究所 1997 年 10 月 志太勤著 p.28 
 
注 5-22 「創業」講談社 2002 年 9 月 毎日新聞大阪本店経済部著 p.90～92 
 
注 5-23 「起業論」日本経済新聞社 1997 年 10 月 松田修一著 p.30～33 
